
火山防災協議会設置の 
推進に向けた検討 

火山防災対策の推進に係る検討会 

内閣府（防災担当） 
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資料 5 



委員意見への対応 【論点（１）】 
「火山防災協議会のあり方」に対するご意見 ① 

委員からの主なご意見 対応（案） 

○避難計画の策定や協議会のあり方の検討に
おいては、噴火後の生活も踏まえて検討すべ
きである。噴火時に避難の受け入れ対応等が
必要となった場合にもすぐに対応ができるよう
に、噴火時等において後方支援拠点となる自
治体をあらかじめ協議会に加え、緊急時のオ
ペレーションの際にも機能する協議会にすべ
きである。 

◆頂いた意見については、避難計画策定マニュ
アル及び火山防災協議会のあり方を検討する
際の留意点とさせていただきます。 
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火山名 
協議会等 

設置火山 

ハザードマップ 

整備火山 

噴火警戒レベル 

導入火山 

具体的で実践的な 

避難計画 

策定火山 

アトサヌプリ ○ 

雌阿寒岳 ○ ○ ○ 

大雪山 

十勝岳 ○ ○ ○ 

樽前山 ○ ○ ○ 

倶多楽 ○ 

有珠山 ○ ○ ○ 

北海道駒ヶ岳 ○ ○ ○ 

恵山 ○ 

岩木山 ○ 

秋田焼山 ○ 

岩手山 ○ ○ ○ 

秋田駒ヶ岳 ○ ○ 

鳥海山 ○ 

栗駒山 

蔵王山 ○ 

吾妻山 ○ ○ 

安達太良山 ○ ○ 

磐梯山 ○ ○ 

那須岳 ○ ○ ○ 

日光白根山 

草津白根山 ○ ○ ○ 

浅間山 ○ ○ ○ ▲ 

新潟焼山 ○ ○ ▲ 

火山名 
協議会等 

設置火山 

ハザードマップ 

整備火山 

噴火警戒レベル 

導入火山 

具体的で実践的な 

避難計画 

策定火山 

焼岳 ○ ○ ○ ▲ 

乗鞍岳 

御嶽山 ○ ○ ○ 

白山 

富士山 ○ ○ ○ 

箱根山 ○ ○ ○ 

伊豆東部火山群 ○ ○ ○ ▲ 

伊豆大島 ○ ○ ○ ▲ 

新島 

神津島 

三宅島 ○ ○ ○ 

八丈島 

青ヶ島 

硫黄島 

鶴見岳・伽藍岳 ○ 

九重山 ○ ○ ○ 

阿蘇山 ○ ○ ○ 

雲仙岳 ○ ○ ○ 

霧島山 ○ ○ ○ △ 

桜島 ○ ○ ○ ○ 

薩摩硫黄島 ○ ○ ○ 

口永良部島 ○ ○ ○ 

諏訪之瀬島 ○ ○ ○ △ 

４７常時観測火山のうち、23火山の地域で協議会が未設置である。 

１．協議会等の設置の現状について 
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○：整備済み火山、△：避難計画作成し、整備に向けて準備中、▲：検討中（内閣府把握） 
出典：内閣府調査結果より （平成23年3月31日現在） 
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２．協議会の活動事例 

①平時の活動について（火山防災計画等の検討） 

○火山ハザードマップの検討（伊豆東部火
山群の火山防災対策検討会） 

○噴火シナリオの検討（伊豆東部火山群
の火山防災対策検討会） 

（気象庁HPより） 

・協議会での火山防災計画の検討およ
び、噴火警戒レベル導入に向けた検討。 

・協議会での火山ハザードマップの検討 

（気象庁HPより） 
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２．協議会の活動事例 

①平時の活動について（火山防災計画等の検討） 

○火山防災計画の検討（焼岳） ○火山防災計画の検討（伊豆東部火山群
の火山防災対策検討会） 

（気象庁HPより） 

・協議会での火山防災計画の検討およ
び、噴火警戒レベル導入に向けた検討。 

（焼岳火山噴火対策協議会より） 

・協議会での火山防災計画の検討。 



２．協議会の活動事例 

①平時の活動について（避難訓練や図上訓練） 

○避難訓練（霧島 鹿児島県総合防災訓
練） 

○避難訓練事例（桜島） 

（かごしま市民のひろば 2011年2月525号より） 

・約１３０機関（住民、学校、関係機関
等）が参加。講演会も合わせて実施。 

・避難計画に基づいた、新燃岳噴火を
想定した、鹿児島県総合防災訓練。 

（373NEWS HP 2011.5.26より） 
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２．協議会の活動事例 

①平時の活動について（避難訓練や図上訓練） 

参考：図上訓練事例（雌阿寒岳） ○図上訓練事例（霧島） 

（第3回コアメンバー会議資料より） 

・宮崎県・鹿児島県霧島山（新燃岳）噴
火に関する政府支援チーム主導で実
施。噴火対応のイメージづくり。 

・雌阿寒岳検討会における協議会関
係機関参加型の噴火を想定した図上
訓練。関係機関の対応のすり合わせ。 

（雌阿寒岳検討会 体制部会より） 
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２．協議会の活動事例 

①発災時の活動について 

○浅間山2009年噴火の事例 ○桜島の事例 

（国土交通省砂防部平成21年2月1日の桜島噴火（第3報）より） 

・協議会での協議と調査。 ・協議会関係機関での対応について。 

（国土交通省砂防部平成21年2月2日の浅間山噴火（第4報）より） 

ほかに、協議会で連絡を取り合いながら、交通規制、避難の呼び掛け等を実施する。 8 



３．協議会の対象範囲について 

①協議会範囲の現状（桜島の場合） 

桜島爆発災害対策連絡会議（協議会） 

桜島火山防災連絡会 

（コアグループ） 

鹿児島県 

鹿児島市 

鹿児島地方気象台 

事務局 

大隈河川国道事務所 
（砂防事務所） 

京都大学 
火山活動研究センター 

垂水市 鹿児島市消防局 

霧島市 垂水市消防局 

姶良町 霧島市消防局 

加治木町 姶良群西部消防組合 

第十管区海上保安本部 鹿児島農政事務所 

鹿児島県警察本部 
日本赤十字 
鹿児島県支部 

国分陸上自衛隊 NTT西日本鹿児島支店 

鹿屋海上自衛隊 九州電力鹿児島支店 

鹿児島運輸支局 鹿児島大学 

協議会 年１回開催 
連絡会 月１回開催 

・昭和、大正噴火を想定した場合、降灰範囲は協議会参加自治体の範囲より広く影響を
与える。協議会参加自治体以外の自治体も、情報の共有等が必要となる。 

鹿児島市 

垂水市 

霧島市 姶良市 約15cm 

大正噴火時の降灰 

（金井、1920より作成） 

図 大正噴火時の降灰（約15cm）で影響を受けるエリア 
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３．協議会の対象範囲について 

②広域避難を考えたときの関係自治体の対象範囲（イタリア・ヴェスヴィオ火山の場合） 

【避難計画の概要】 
・避難計画の被害想定：1631年のサブプリニー式噴火 

・噴火警戒レベル：４段階（basic level, Phase of attention, Pre-alert phase, Alarm stage） 
・ハザードゾーン：red zone, green zone, yellow zone 

・避難計画：Alarm stageでRed zone（図1）の住民は、図2で割り当てられた各州へ避難する。 
（出典： http://www.protezionecivile.gov.it/jcms/en/view_pde.wp?contentId=PDE12771） 

図1 ハザードゾーン 図2 ヴェスヴィオ周辺市町（括弧書き）から各州への避難計画 表1 噴火警戒レベル 

Red zone 
Yellow zone 

Green zone 

トスカーナ州 

（エルコラーノ） 

フィリウリ＝ヴェネッ
ツィア・ジュリア州 

（チェルコラ） 

ロンバルディア州 

（ジュゼッペヴェスヴィアーノ） 

ヴェネット州 

（テルチーニョ） 

ヴァッレ・ダオスタ州 

ピエモンテ州 

（オッタビアーノ） 

エミリア＝ロマーニャ州 

（ポルティチ） 

レグーリア州 

（ポンペイ） 
マルケ州 

（アナスタシア） 

ウンブリア州 

（ポレナトロッキア、 

マッサディソンマ） 

アブルッツォ州 

（ソンマヴェスヴィアーナ） 

ラティオ州 

（ジョルジョアクレマーノ） 

モリーゼ州 

（セバスチアーノ） 

プッリヤ州 

（ボスコレアーレ） 
カラブリア州 

（トレアヌンチャータ） 

シチリア州 

（トレデルグレコ） 

パジリカータ州 

（トレカーゼ、 

ボスコトレアーゼ） 

警戒 
レベル 

火山の状態 噴火の 
可能性 

噴火までの
時間 

警戒 
Alarm 
stage 

噴火の前触れを
示す現象の出現 

高い 数日から２，
３週間以内 

警戒準備 
Pre-alert 
phase 

観測データのさ
らなる異常が見
られる 

中 数週間より
長い 

注意 
Phase of   
Attention 

観測データに異
常が見られる 

低い ２，３か月
より長い 

平常 
Basic 
level 

観測データの異
常は全く見られ
ない 

とても 
低い 

数か月より
長い 



62%

18%

15%

13%

8%

7%

4%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【その他主な意見】 
・噴火活動の兆候が現
れた時（17） 

出典：内閣府調査結果より 

都道県による火山防災協議会等の設 
置に関する働きかけ 

他の火山防災協議会等から設置の経 
緯や活動状況などの話を聞くこと 

火山専門家や学識者等からの助言 

国（気象庁）による「噴火警報・噴火警 
戒レベル」の導入を受けて 

国（国土交通省）による「火山噴火緊急 
減災対策砂防計画」等の検討を受けて 

火山災害を経験した自治体職員等の 
講演等を聞くこと 

国（内閣府）による「火山防災エキス 
パート」の派遣 

その他 

４．協議会等の設置に繋がる支援 

協議会を設置していない市町村へのアンケート調査結果 

【協議会等の設置に繋がる支援策】 
・「都道県による協議会等設置に関する働きかけ」と回答した市町村が最も多く、約6割。 
・「他の協議会等から設置の経緯や活動状況などの話を聞く」、「火山専門家等からの助
言」と回答した市町村が約2割。 11 



５．火山防災連絡会議のあり方 
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１ 全国の火山関係機関が集まる連絡会議等の事例 

火山防災連絡協議会の現状 

●平成２３年３月３１日現在で、気象庁の常時観測火山４７火山中、協議会が設置されている火山は２４火山
である。（内閣府調査結果より） 

●設置済みの協議会においても、活動的に運営を行っているところとそうでないところがある。 

●指針に基づき、コアグループが主体となってハザードマップ整備、噴火警戒レベル導入、避難計画策定を
進めている火山もある。（浅間山、伊豆東部火山群、焼岳等） 

 
協議会活動を活性化させるため、 
定期的に顔を合わせる機会を増やす 

火山防災に関するシンポジウムや研修会等へ
の参加 

火山専門家等との定期的な懇談会等を設ける 

協議会設置済み火山 
 
協議会の設置に繋がる支援策 
都道県による協議会等設置に関する働きかけ 

他の協議会等から設置の経緯や活動状況など
の話を聞く 

火山専門家等からの助言 

協議会未設置火山 

協議会活動や参加機関の役割等を横断的に共有できる場として、 

『全国火山防災連絡会議』を設置し、我が国における火山防災体制の構築を目指す 

※第2回検討会報告 



５．火山防災連絡会議のあり方 

北海道火山防災サミット実行委員会 火山砂防フォーラム 

目的 

火山防災に向けた取り組み例や課題・教訓をそれ
ぞれの視点で共有する場を設け、共に集い意見交換
のもとに、1）関係機関の横断的な連携推進、2）地域
や住民の防災意識を高めること、3）火山防災に関わ
る必要な知識や対策を共有すること等 を目的に定期
的に各火山の地元で継続的に開催するものであり、
本委員会は、北海道火山防災サミットの開催に必要
な事項を協議・決定し、実施することを目的とする。 

火山地域の自治体が、火山と地域の安全についての理解を
深め、相互に情報交換を行うこと、及び火山地域のすばらし
い自然環境を後世に引き継ぎ、火山災害から人命と財産を守
り、安全で活力あふれる今後の地域づくりに資すると共に、
火山砂防事業の推進に寄与することを目的とする。 

実施事項 

1. 北海道火山防災サミット全体の企画に関すること。 
2. 北海道火山防災サミット全体の運営に関すること。 
3. そのほか委員会の目的を達成するために必要なこ
と。 

1．火山砂防フォーラムの管理運営に関すること。  
2．その他、本委員会の目的を達成するために必要な事項。 

事務局 

（委員会） 
 委員会の委員は、北海道火山防災サミットの開催趣
旨に賛同する組織・団体に所属する委員を持って構
成する。 
 
（事務局） 

特定非営利活動法人 環境防災総合政策研究機構 
北海道支部内 

火山砂防フォーラム運営事務局をおく。事務局長は当該年
の火山砂防フォーラム開催地の市町村とする。 

1. 当該年の火山砂防フォーラム開催地 市町村（運営事務局長） 
2. 当該年の火山砂防フォーラム開催地 都道府県 砂防主管課 
3. 当該年の火山砂防フォーラム開催地 国土交通省地方整備局 
4. 国土交通省砂防部（事務局幹事） 
5. 気象庁地震火山部 
6. その他、委員長が必要と認めるもの 

その他 
協議会からの拠出金、国・道からの補助金 ・参加費は、参加者負担 

・開催地は５０万円負担（２００９年鹿児島市の例） 
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２ 全国の火山関係機関が集まる連絡会議等の事例 

・NPO法人による運営。 
・会費制または国、都道府県からの補助金での運営。 



・参加する47都道府県による拠出金での運営。 
・地方ごとにブロック分けしての運営。 

５．火山防災連絡会議のあり方 
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３ 全国規模の協議会の事例（発災時および平時を想定した他の協議会の運用事例） 

  全国航空消防防災協議会 地域づくり団体全国協議会 

目的 
消防・防災ヘリコプター（以下「ヘリ」という。）に係る地方
団体相互の連絡協調を推進し、全国の住民の信頼に応
える航空消防防災体制の確立に資することを目的とする。 

この協議会は自主的・主体的な地域づくりのための活動、研修等
を行う民間団体（以下「地域づくり団体」という。）相互の情報交換
等を促進するために各都道府県に設置された協議会（以下「都道
府県協議会」という。）の連携・組織化を図ること等により、自主
的・主体的な地域づくりの推進に資することを目的とする。 

実施事項 

1.ヘリの運用に関する地方団体間の情報連絡 
2.ヘリによる消防防災活動に関する情報の提供等による
支援 
3.ヘリの効果的運用に資するための調査・研究 
4.ヘリ搭乗員の技術向上等に係る研修 
5.その他本会の目的達成のため必要な事業 

1.都道府県協議会及び地域づくり団体の研修に関すること。 
2.都道府県協議会及び地域づくり団体相互の情報交換に関する
こと。 
3.都道府県協議会及び地域づくり団体への情報の提供に関する
こと。 
4.地域づくり団体の普及に関すること。 
5.地域づくり団体についての調査研究に関すること。 
6.その他全国協議会の目的を達成するために必要な事項に関す
ること。 

事務局 

会議は、総会及び幹事会 
総会は定例会（年２回）及び臨時会 
幹事会は、必要がある場合（幹事は各ブロックの代表他） 
事務局は、幹事会の議を経て、会長が定める。 

財団法人 地域活性化センター 
 
（所管官庁：総務省） 

その他 

各都道府県は、毎年度経常負担金を納入 
経常負担金の総額は、予算によって定められた額とし、 
各都道府県会員の負担金額は総額を47で除した額 
ブロックを構成し運営 

全国協議会の事業に要する費用は、当分の間、（財）地域活性化
センターからの助成金等により支弁する。 
 
ブロックを構成し運営 



５．火山防災連絡会議のあり方 

【開催内容（案）について】 
目的：協議会の設置推進、協議会の活性化、協議会の優良活動事例の共有、協議会ごと

の悩みの共有、協議会の設置機運の醸成 等 
開催：年に１回（東京開催またはブロック地区開催）※消防庁の防災担当者会議と同時

期開催 
内容：協議会の設置推進に向けた方策の検討、火山防災体制の優良事例紹介（指針に基

づく協議会）、噴火対応事例の紹介、地域活性に向けた平時の協議会活動事例
（ジオパーク等）の紹介、火山専門家による火山についての講演、参加者による
意見交換会、等 

 

【指針で示される連絡会議】 
 国は、全国の火山に関係する都道府県及び市町村との間で連絡会議を開催し、情報交換を活発化
する。また、全国の火山地域の市町村長が、火山防災について相互に意見交換・情報交換を実施し
ている火山砂防フォーラム等の活動をさらに充実するよう、国及び都道府県は支援を行う。 

 火山山麓地域および周辺の都道府県および市町村の防災担当者 

 火山山麓地域の市町村長 

 火山専門家 

 防災関係機関（内閣府、気象庁、消防庁、警察庁、自衛隊、国土交通省、国土地理院、環境省、等） 
 ※事務局機関の設置 

全国火山防災連絡会議（仮）の参加機関（案） 

４ 連絡会議のあり方① 

15 



５．火山防災連絡会議のあり方 

事務局の役割（案） 

５ 連絡会議のあり方② 
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火山専門家からの助言・知見の提供 

●連絡会議開催のための事務（開催案内の通知等）
を行なう。 

●全国火山防災連絡会議の趣旨に賛同する組織・
団体を増やし、より活発な運営を行う。 

●継続的な取組みとなるよう、話題性のある内容の
紹介ができる企画・立案を実施する。 

●火山専門家等の助言体制下の運営により、連絡
会議の企画内容の正確性を損なわないようにする。 

防災実務担当者、 

自治体の長が定 

期的に顔を合わせ 

横の繋がりを増やす 

協議会の先進事例を 

他の地域にも活かす 

全国火山防災連絡会議 

事務局 

＜北海道ブロック＞ 

●雌阿寒岳 

●十勝岳 

●樽前山 

●有珠山 

●北海道駒ヶ岳 

＜東日本ブロック＞ 

●岩手山        ●那須岳 

●草津白根山     ●浅間山 

●焼岳          ●御嶽山 

●富士山        ●箱根山 

●伊豆東部火山群  ●伊豆大島 

●三宅島 

＜九州ブロック＞ 

●九重山      ●阿蘇山 

●雲仙岳      ●霧島山 

●桜島        ●薩摩硫黄島 

●口永良部島   ●諏訪之瀬島 

火山専門家、火山防災
エキスパート等の助言 

連絡会議の構成（案） 

※火山周辺自治体ごとの参加 


